
自然公園法の概要 資料ー14

＊国立・国定公園のみ

＊国立・国定公園のみ ＊利用者の立入期間や人数制限(法第23条)

   (知床五湖、西大台利用調整地区がある)

＊自動車利用適正化（マイカー規制）

＊植生復元、動物繁殖、

　砂防・防火施設など

＊利用と管理のための

　総合整備地区

＊園地、宿舎、休憩所

　野営場など

＊車道、自転車道、歩道など

＊鉄道、ロープウェイ

　リフト、船舶など

＊生態系に被害を与えるシカやオニヒトデ等の捕獲や外来種の駆除、あるいは

　　自然再生やサンゴ群集の保護など、生態系の維持・回復を図る取組。　

※ 利用調整地区は特別地域（特別保護地区、第１種～第３種特別地域）の中で指定できる。

※ 都道府県特別地域には特別保護地区及び海域公園地区の指定がない。

●自然公園とは優れた自然の景勝地の保護と、利用の増進を図ることによる国民の保健と休養及び教化に資するとともに、生物の多様性の保護に寄与することを目的とする。
●具体的には、開発行為を規制する他、公園計画に利用施設を位置づけ、公園事業を執行する他、自然とのふれあい活動を実施することにより適正な利用の増進を図るとある。
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 公園計画は海域や山岳などの各公園の特性に応じて、保

護と利用を適正に行うために、公園内の施設の種類や規制

の強弱を定めています。公園計画は「規制計画」と「事業計

画」に大別されます。 

 狭い国土に大勢の人が住み、昔から農林業や漁業など土地を多目的に管理してきた日本では、アメリ

カやオーストラリア（営造物公園制度）のように自然公園の全ての土地を公園専用とすることができな

かったため、土地の所有に関わらず公園を指定できる地域制自然公園制度を採用しているため多くの

国・県・社・私有地が含まれています。そのため、多くの調整が必要になっています。 


